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1 ．はじめに

近年，各種競技スポーツにおいて国際競技力

の向上を目的にした様々な取り組みが国内外で

行われている。日本では，2000年に文部科学省

が「スポーツ振興基本計画」を定め，日本オリ

ンピック委員会（JOC）や各中央競技団体を中

心に，国際競技力向上を目指した具体的な施

策が展開されている。JOCが遂行する国際競技

力向上戦略「JOCゴールドプラン」では，「ス

ポーツ振興基本計画」にある「A．政策目標達

成のために必要不可欠である施策」に対応する

カテゴリー 1 にあたる環境整備プログラムにお

いて，ナショナルトレーニングセンターの設置

と合わせて，拠点・ネットワークの整備を目指

している。

しかし日本ラグビー界では，2019年のラグ

ビーワールドカップ開催国に採択され，さらに

2016年リオデジャネイロオリンピックから7人

制ラグビーが正式種目として採用されることも

決まり，国際競技力の向上を目指した取り組み

を加速させる必要性が高まっているにもかかわ

らず，未だそうした強化拠点の構築には至って

いない。一方ラグビー強豪国のほとんどで，国

や地域のラグビー協会で既に様々な試みが進ん

でおり，その中でも大学を基盤とした強化拠点

を構築する取り組みが各地で積極的に行われて

いる。

そこで，日本における強化拠点の現状と，諸

外国における大学を基盤としたラグビーの強化

拠点の事例を元に，本学を基盤にラグビーの強

化拠点を構築できる可能性について，主に経営

資源の視点から考察することとする。

2 ．日本における強化拠点の整備

2000年以降ナショナルトレーニングセンター

の設置と拠点・ネットワークの整備が図 1 の通

り進められている。

1 ）味の素ナショナルトレーニングセンター
国立スポーツ科学センター（JISS）がある東
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京都北区西が丘地区に，陸上トレーニング場，

屋内トレーニングセンター，宿泊施設，屋内テ

ニスコートが設置され，2008年 1 月21日に開所

した（※陸上トレーニング場は，2007年 1 月に

先行開所）。JISSを運営する独立行政法人日本

スポーツ振興センター（NAASH）が一体的に

管理・運営を行っており，選手や競技団体は，

両センターのトレーニング施設とJISSのスポー

ツ医学・科学・情報サポートを十分に利活用し

ながら，高質なトレーニングを実施することが

できる。主体的運用はJOCが行っており，JOC

及びJOC加盟競技団体に所属する選手・スタッ

フが専用で利用している。

またNAASHは，自己収入を増やす取組が求

められていたことから，ネーミングライツの付

与権限をJOCに与え，相手方募集に係る営業活

動をJOCに依頼し，2009年 5 月に味の素株式会

社がパートナーに決定した。

写真①　味の素ナショナルトレーニングセンターの
　　　　全体像

写真②　 屋内トレーニングセンター正面にある
AJINOMOTOの標識

図 1  ナショナルトレーニングセンター体系図

     日本オリンピック委員会ウェブサイトより
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こうした中核施設を持つ大きなメリットとし

て，各競技の専用トレーニング拠点を持つこと

で国際競技力の向上をより一層図りやすくなる

ことはもちろん，複数競技のトレーニング場を

一ヶ所に集約することで競技団体間の連携を積

極的に推進できることを掲げており，一競技団

体での強化の限界を超えた成果をもたらすと期

待されている。

ナショナルトレーニングセンターの設計方針

と実施事業はJOCのウェブサイトに次の通り示

されている。

設計方針

味の素ナショナルトレーニングセンターでは，

競技力強化における基本 3 原則である「トレー

ニング」「栄養」「休養」がすべて満足できるよ

う，JOCや各競技団体の意見を取り入れながら，

諸施設と設備の設計がなされている。

①　専用利用施設

�　集中的・継続的なトレーニングを行うため

に，JOC及び各競技団体の専用利用施設とす

る。

②　国際レベルの施設

�　オリンピックや国際大会を視野に入れ，国

際レベルの機能を持つ施設・設備とする。 

③　多目的施設

�　多目的な利用が可能なコート，ウエイトト

レーニング室，プールを設け，すべての競技

団体が利用できるようにする。

④　リフレッシュスペース

�　選手同士の交流やリフレッシュを目的とし

たスペース，ロッカーやシャワールームを各

フロアに設ける。 

⑤　情報交換スペース

�　監督・コーチ同士の交流や情報交換ができ

るコーチ室，テクニカルルームを設ける。 

⑥　研修室

�　各種のミーティングや講習会などができる

研修室を複数用意する。

⑦　宿泊施設

�　強化合宿に対応し，諸外国のチームも使え

る居室，大浴場，図書学習室，マッサージ

ルームなどを備える。

⑧　食堂

�　栄養指導・管理ができる食堂と，カフェテ

リアや売店などを設ける。

⑨　連携環境

�　JISSとの連絡通路を設けるとともに，光回

線などのネットワーク通信環境を整備する。 

⑩　年中無休

�　24時間365日の稼働を前提とし，部屋ごと

に照明や空調がコントロールできるようにす

る。また，周辺が住宅であることから，防眩，

防音に配慮する。

実施事業

①　選手強化合宿事業

�　国内強化合宿の中核拠点として，JISSと連

携し，より効果的・効率的なトレーニングを

実施する。

②　JOCスポーツアカデミー事業

�　JOCゴールドプランに掲げた「2016年に向

けた目標達成」のため，味の素トレセンを活

用した強化合宿を積極的に行うとともに，複

数競技の専用練習場を持つ中核拠点のメリッ

トを生かした競技団体間の連携を促進させな

がら，「チームジャパン」として各競技共通

のプログラムを構築し，JOCスポーツアカデ

ミーを中心とした選手強化事業をオリンピッ

ク実施競技団体と関係団体が一枚岩となって
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実施する。

＜JOCナショナルコーチアカデミー事業＞ 

選手強化，競技力の向上のために，日本を代

表するエリートコーチやスタッフを育成する。 

＜JOCエリートアカデミー事業＞

オリンピックをはじめとする国際大会で活躍

できる選手を，ジュニア世代から一貫して育成

する。

＜JOCキャリアアカデミー事業＞

トップ選手の将来の生活設計をサポートする

とともに，そのキャリアの社会還元を進める。

③　栄養管理事業

�　アスリートヴィレッジの食堂を利用し，栄

養や健康管理に関する指導を行う。

④　拠点ネットワーク・情報戦略事業

�　屋外や水辺系の競技の強化拠点とのネット

ワークを構築し，各種強化事業を効率的に展

開する。

⑤　競技間連携事業

�　各競技が交流する機会を設け，チームジャ

パンの意識の浸透を図る。

⑥　競技会開催事業

　競技力向上のための競技会を実施する。

⑦　スポーツ情報・医・科学連携事業

�　JISSと連携し，選手や指導者に必要なサ

ポートや情報提供などを行う。

⑧　国際交流事業

�　世界各国と交流し，情報交換や技術交流，

国際コミュニケーション力の向上を図る。

⑨　アンチ・ドーピング普及事業

�　選手や指導者のアンチ・ドーピングに対す

る意識の向上を図る。JADAと連携して必要

な教育を行う。

⑩　その他の事業

�　ウエイトトレーニングのサポート，ストレ

スやプレッシャーへのカウンセリング，マス

コミ対応教育などを行う。

2 ）競技別強化拠点
一方，味の素ナショナルトレーニングセン

ターに整備できない屋外競技種目，海洋水辺系

競技種目，冬季競技種目，高地トレーニング施

設については，国内の既存施設をナショナルト

レーニングセンター競技別強化拠点として指定

し，味の素ナショナルトレーニングセンターと

のネットワーク・連携を図っており，その整備

が図 2 のように進んでいる。

指定を受けた既存施設は，ナショナルチーム

の強化やジュニア競技者の計画的な育成を行う

ための施設の優先・専有利用が求められる。ま

た，文部科学省からの出資により，医科学サ

ポートや情報ネットワークの構築などのトレー

ニング機能の向上，そして運用ディレクターが

設置されるなどマネジメント機能の向上も図ら

れる。

2016年からオリンピックの正式種目として採

用されることが決まったばかりのラグビーは，

強化拠点の指定を受けていないが，ラグビーの

トレーニング施設と条件が非常に近いと考えら

れるサッカーでは，福島県楢葉町にある「Jヴィ

レッジ」が平成21年度に競技別強化拠点の指定

を受けた。また，日本サッカー協会は静岡県清

水市にもナショナルトレーニングセンターを

有し，2010年には大阪府堺市にサッカーピッチ

14面（天然芝 5 面，人工芝 9 面），フットサル

コート 8 面を備えたセンターが完成予定である。

また，中京大学のアイスアリーナ「オーロラ

リンク」は大学の施設として唯一認定を受けて

いる。スポーツ科学研究を通した選手育成と指
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導を目的とし，国際競技規格のフィギュアス

ケート専用リンクをはじめ，サブリンク，講義

室，トレーニング室，研究室 3 室と284の観客

席が設けられ，氷上に動作解析の固定式高速度

カメラ 4 台や複数の選手がイヤホンで曲が聴け

る 4 セットの音響装置，ジャンプ練習の選手を

吊り上げる機材ハーネスなど最新研究機器を備

えている。他の大学でも，鹿屋体育大学と仙台

大学がそれぞれJISSと連携協定を結んでいたり，

代表チームの強化合宿などが大学で行われる競

技もあったりするが，諸外国では，こうした体

育系大学の既存施設を活用した強化拠点の整備

が盛んに行われている。

3 ．ラグビーにおける強化拠点

ラグビー強豪国といわれる国々では，国ある

いは地域のラグビー協会が次々と強化拠点を整

備している。フランスでは2007年に開催された

ワールドカップを前にナショナルラグビーセ

ンターが2002年に建設され，2009年10月には

ウェールズラグビー協会（WRU）のラグビー

センターがオープンした。

その先駆けといえるニュージーランドの

「Massey University Sport and Rugby Institute」

は，マッセー大学を基盤としたニュージーラン

ドラグビー協会（NZRU）と地元行政とのジョ

図 ₂ 　ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点一覧

※平成21年度以下の施設が新たに指定を受けている。
▽サッカー　Jヴィレッジ（福島県楢葉町）　▽ボート　戸田漕艇場および国立戸田艇庫（埼玉県戸田市）
▽カヌー　木場潟カヌー競技場（石川県小松市）　▽自転車　日本サイクルスポーツセンター（静岡県伊豆市）
▽ライフル射撃　埼玉県長瀞総合射撃場（埼玉県長瀞町）　▽クレー射撃　熊本県総合射撃場（熊本県益城町）
▽陸上（投てき種目）熊谷スポーツ文化公園陸上競技場付帯投てき場（埼玉県熊谷市）
▽スピードスケート　帯広の森屋内スピードスケート場（北海道帯広市）

     日本オリンピック委員会ウェブサイトより
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イントベンチャーとして1999年に設立された。

アディダス社の支援を受けて設立された当初

は「Adidas Institute of Rugby」という名称で

あったが，アディダス社からの支援を受けてい

ない現在は名称が変更されている。

マッセー大学の構内のスポーツレクリエー

ションセンターに隣接して，ラグビーフィール

ド 3 面，人工芝室内練習場，ウェイト・フィッ

トネスジム，リカバリールーム，宿泊施設（ 2

人用寝室25部屋，共同娯楽室 2 室），食堂，会

議室などを備えたトレーニング施設がある。

設立当初は，ナショナルチームのトレーニン

グやNZRUが次世代選手の育成プログラムとし

て当時展開していたラグビーアカデミーの拠点

として利用されていた。地域代表のプロ化が進

むにつれて強化施策が地域協会に移行されるよ

うになり，現在ではナショナルレベルの強化プ

ログラムにはほとんど利用されていない。また，

日本を始め各国の代表チームなどが遠征や合宿

に利用しており，2011年にニュージーランドで

開催されるワールドカップでは，アルゼンチン

代表チームがトレーニング拠点として利用する

ことが決まっている。現在では，大学のスポー

ツレクリエーションセンターと地元の陸上競技

場が隣接していることを活かして，ラグビーに

限らず各種競技スポーツの合宿を始め，企業研

修や学会にも頻繁に利用されている。また，ラ

グビーの元代表選手や協会役員を中心に設立さ

れた民間組織「International Rugby Academy 

of New Zealand」が選手や指導者の養成プロ

グラムを展開する拠点施設として利用したり，

ウェイト・フィットネスジムを会員登録制にし

てパーソナルトレーナーによるプログラムを提

供したりと，アディダス社とのスポンサーシッ

プに頼っていた設立当初に比べ，収入源の開拓

に積極的に取り組んでいる。

ニュージーランドと並ぶラグビー強豪国

のオーストラリアでは，1988年からAustralia 

Institute of Sports（AIS）によるタレント発

掘・育成プログラムが開始されたが，ニュー

ジーランド同様に地域代表のプロ化が進み，そ

うしたプログラムは州政府あるいは州ラグビー

協会において発展して整備されてきた。現在

AISでは， 7 人制ラグビーに絞った強化プログ

ラムが実施されている。2007年には，政府の資

金援助によりナショナルラグビーアカデミーが

写真③　Massey University Sport and Rugby Institute 写真④　室内練習場での選手養成プログラムの様子
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建設される計画が発表されたが，政権が交代し

たことによって計画が打ち切られた。

Queensland Redsという州代表プロチームが

あるクィーンズランド州では，クィーンズラ

ンド州政府が管轄するQueensland Academy of 

Sportとクィーンズランドラグビー協会が共同

でエリート選手の育成プログラム「QAS Reds 

Academy」を運営している。スカウティング

やセレクションで選考された選手たちは，地域

のクラブに所属しながら，プロチームのコーチ

陣から指導を受けたり，ウェイトやフィットネ

ストレーニングの個別プログラムやアドバイス

を受けたりすることができる。

他方，クィーンズランド大学と大学のラグ

ビークラブ，そして学内のスポーツ推進組織に

よるジョイントベンチャーとして設立された

「University of Queensland Rugby Academy」

は，地域ラグビー協会によって運営されるエ

リート養成プログラムとは異なり，トップレベ

ルの選手でなくても，受講料を払えば最先端の

プログラムとサービスの提供を受けられるとい

う仕組みになっている。大学のラグビークラブ

に所属しながら，クラブのトレーニングとは別

に，スキルコーチングやフィジカルトレーニン

グの提供を受ける。メンタルトレーニングや個

別カウンセリングも行われ，クィーンズランド

大学のフィットネスジムやプールを自由に利用

することもできる。また，クィーンズランド大

学にはSchool of Human Movement Studiesと

いうスポーツ科学系組織があるため，動作分析

やリハビリテーションなど最新のスポーツ医科

学に関する情報提供やサービスを受けることも

できる。

イングランドやアイルランドといった他の強

豪国では，プロクラブや州代表プロチームがそ

れぞれエリート選手育成を目的にしたアカデ

ミープログラムを有している。しかし南アフリ

カ共和国では，他国と同様に地域ラグビー協会

あるいはプロチームが選手育成プログラムを有

しているものの，選手が受講料を払い，地元の

大学と連携して学位や資格が取れる教育プログ

ラムを組み入れている場合が多い。

一方日本においては，ナショナルチームが専

有利用できるラグビー場が東京の辰巳の森海浜

公園にはあるが，強化拠点としては規模や設備

が乏しく，年代別や女子の代表チームが利用す

写真⑤　UQラグビーアカデミーの拠点である大学の
　　　　競技場とラグビークラブハウス

写真⑥　UQラグビーアカデミーにおける
　　メンタルトレーニングの様子
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る程度で，フル代表チームが利用することはほ

とんどない。ソフト面では，これまでにもタレ

ント発掘やエリート育成プログラムなどの試

みが行われてきたが，継続的なシステムが確率

されるまでにはいたっていない。2007年には，

2011年と2015年のワールドカップでベスト 8 に

入ることを目指したエリート選手育成プログラ

ムとして，将来代表入りが見込まれる有望選手

を集めて 4 日間程度の国内合宿を年 3 ～ 4 回実

施し，ニュージーランドとオーストラリアの地

域協会のラグビーアカデミーにも数名の選手を

3 カ月程度派遣するATQプロジェクトが立ち

上がった。しかし，トレーニング期間が短く，

対象者もわずかで，所属するチームにおける普

段のトレーニングとの連動性もなく，諸外国の

取り組みに比べると非常に見劣りするのが現状

である。

4 ．流通経済大学を基盤にした
　　ラグビー強化拠点の構築

ラグビー強豪国が強化拠点や選手育成プログ

ラムの整備を推し進め，日本においてもサッ

カーをはじめ他競技による強化拠点の整備が

着々と進む中， 7 人制ラグビーのオリンピック

正式種目への採用，日本でのラグビーワールド

カップ開催を控えた日本ラグビー界において，

強化拠点の整備は喫緊の課題である。

フランスやウェールズのように，国のラグ

ビー協会が政府や企業と連携してナショナルレ

ベルのラグビーセンターが新たに建設される事

例がある一方，地域ラグビー協会あるいはトッ

プクラブが既存の施設を活用して強化拠点に

選手育成プログラムを整備し，それらをネット

ワーク化してナショナルチーム強化に結び付け

るシステムが確立されている国も多い。またそ

れらの強化拠点は，大学の既存施設や組織を基

盤にして構築されていることが少なくない。

そこでこの章では，流通経済大学を基盤とし

たラグビー強化拠点の構築について，その可能

性を主にヒト，モノ，カネ，情報という経営資

源の視点から検討してみる。

1 ）ヒト
本学のスポーツ健康科学部には，ラグビーを

専門領域とする教員が 3 名おり，皆，日本ラグ

ビー協会の競技力向上委員会委員でもある。ま

たそのうち 2 名は国際ラグビー機構（IRB）

のコーチを指導するエデュケーターの資格と

エデュケーターを指導するトレーナーの資格

持っている。また，スポーツドクターやアスレ

ティックトレーナーの資格を有する教員，JOC

やJISSとの繋がりが深い教員など，スポーツ科

学・医学・情報の研究に従事する教員が多数い

る。さらに，2010年度より競技スポーツを専門

領域とする大学院が設置され，高度な指導者や

研究者の養成環境も整っている。

学部の教員以外にも，大学トップレベルのラ

グビー部には協会公認資格を持つコーチやスト

レングス＆フィットネスコーチ，メディカルト

レーナーなどのラグビー部スタッフが大勢いる。

また，協会公認レフリーの資格を持つ現役学生

が10名前後在籍している。

このように多岐にわたる人的資源を保有して

いるが，強化拠点として機能させるには，これ

らの人的資源を効果的に運用できる専属スタッ

フを配置し，マネジメント機能を向上させるこ

とが必要となるであろう。
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2 ）モノ
夜間照明付きの人工芝ラグビー場が 1 面あり，

シャワー付きの更衣室と会議室を備えたクラブ

ハウスが併設されている。2009年に完成したス

ポーツ健康センターは，最新のウェイトトレー

ニング機器を完備したジム，プール，トレー

ナールーム，ゲーム分析などができるリアルメ

ディアルーム，体力測定室，バスケットボール

コートを 2 面取ることができるメインアリーナ，

サブアリーナなど充実した設備を備えている。

さらに人工芝サッカー場や室内練習場，宿泊施

設もあり，当然大学として研修室や情報環境も

整っている。

ロケーションは，自然に恵まれた静かな環境

にあり，東京から電車とバスで約70分，車なら

約60分，成田国際空港からだと電車とバスで約

90分，車なら約40分でアクセスできるところに

位置する。大学が所有する大型バスを活用して

空港へ移動すれば，首都圏を抜ける渋滞に遭う

こともなく，国際大会へ出発する前，あるいは

国内で行われる国際大会に来日するチームの拠

点として適した立地である。

しかし，合宿や遠征のトレーニング拠点とし

てのハードやアクセスなどの物理的な条件が

揃っているが，ナショナルチームが利用するに

は十分とは言えない。まず，ラクビー部員140

名がラグビー場 1 面を共有している現況であり，

フィールドのサイズも国際規格に足りないこと

から，国際規格に見合ったラグビー場の増設が

必要であろう。また， 3 棟ある宿泊施設も， 2

棟はかなり老朽化が進んでおり，2008年に新築

された学生用宿泊施設は寝室が 8 人部屋のため，

リラックスして休養できる環境が整っていると

は言い難い。近隣のホテルからも距離があるた

め，宿泊施設の改築が望まれる。

3 ）カネ
授業や課外活動のために整備された大学の施

設であることから，施設の維持費以外経費が掛

かることは基本的にない。しかし，強化拠点と

して機能するためには，前述のようにそれを運

用する専属スタッフの配置や施設の増改築が必

要になってくる。

ただ文部科学省からナショナルトレーニング

センター競技別拠点として指定を受けると，助

成金による施設の高機能化や専任ディレクター

の配置が可能になるという。ラグビーの強化拠

点はまだ指定を受けていないが，2016年からオ

リンピック種目への採用が決まったことから，

今後いずれかの施設が指定される可能性は大い

写真⑦　スポーツ健康センターウェイトトレーニング 写真⑧　スポーツ健康センタープール
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にある。本学が指定を受けるためには，少なく

とも国際規格のラグビー場を整備する財源が必

要になってくるであろう。

ただ，施設の増改築などの資産については金

銭面での投資が必要であろうが，専属スタッフ

を配置して様々なプログラムが展開できるので

あれば，諸外国で取り組まれているように，受

講料や施設利用料を徴収したり，スポーツ健康

センターの施設を活用したサービスを提供した

り，事業からその人件費を埋めるだけの収入を

確保することはそれほど難しくないと考えられ

る。また，大学という研究機関の利点を活かし

た研究費の獲得や，ネーミングライツなどのス

ポンサーシップも検討してみる必要があろう。

4 ）情報
スポーツ健康科学部の教員が持つ知的財産は

当然のことながら，日本ラグビー協会や国際ラ

グビー機構をはじめ，JOCやJISSとも繋がりを

持ち，ラグビーやスポーツ科学の最新情報を入

手できる人材を多く保有している。また，大学

トップレベルのラグビー部を軸に，全国各地に

繋がるラグビーのネットワークを持つ。

しかしながら，スポーツ健康科学部が設置

されて 4 年しか経過していないことから，ラグ

ビーあるいはスポーツの競技力向上に必要な

研究や技術開発，人材教育を推進し，情報の

収集・分析・蓄積・発信を質量ともに向上さ

せなければならない。また，体育系大学として

の認知がまだ低く，大学自体も中堅規模である

ことから，より多くの情報資源が出入りする情

報ネットワークを構築する必要があろう。また，

スポーツ健康科学部の他に経済学部や流通情報

学部などを擁することから，それらの情報資源を

有効に活用する施策を検討してみる価値があろう。

5．まとめ

2000年にスポーツ振興基本計画が公布されて

以来，国際競技力向上のための強化拠点の整

備がJOCや各競技団体において検討されてきた。

しかし日本のラグビー界においては，ワールド

カップの自国開催，オリンピック種目への採用

が決まった現在でも，具体的な施策が示されて

いるわけではない。

前述で挙げたようにいくつかの課題はあるも

のの，本学にある既存の経営資源をラグビー強

化拠点の構築にインプットすることで，次に挙

げる成果をアウトプットできると考える。

①　合宿・遠征のトレーニング

トップレベルの競技者が集中的・継続的にト

レーニングを行うことで，大学の教員・学生が

最先端の情報や技術に触れ学ぶことができる。

トップレベルの強化拠点となることで，さらに

経営資源が集まりトレーニング機能が向上した

施設を学生が利用することができる。

②　選手・指導者を育成するアカデミー事業

人的資源と知的財産を活かした国際競技に必

要な高度な人材を育てることで，大学に新たな

人的資源と知的財産が生まれる。附属高校や地

域クラブと連携した一貫指導システムや大学カ

リュキュラムを活かしたセカンドキャリア支援

プログラムも構築できる。

③　地域のスポーツ中核拠点

上記の成果を地域に還元することで，地域に

おけるラグビーの競技力向上と普及促進が期待

される。また，他競技種目と連携することで地

域スポーツ全般に対して，あるいはビジネスや

観光といった分野と連携することで地域活性に

対してイノベーション主体となり得る。

上記の成果は，文部科学省から強化拠点の指
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定を受けなくても実現可能なアウトプットであ

る。本文で論じたように，諸外国でも取り組み

が進んでいるが，整備されるまでの背景や経緯

は様々であり，どのような組織が主導するかに

よって運用形態やその目的や成果も異なってく

る。その必要性が高まっているにもかかわらず

有効な手立てが打たれていない今，そして新し

く設置されたスポーツ健康科学部として特色を

示していくためにも，既存の経営資源を活用し

て本学を基盤にしたラグビー強化拠点が構築で

きる可能性が高いことと，その試みにチャレン

ジすることの重要性をここに提案することとす

る。


